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ははじじめめにに  

消防防災ヘリコプターは、令和２年３月現在、全国の 団体において 機

が運用されています。近年、局地的豪雨や台風による大雨等により、大規模な浸

水被害、中小河川の氾濫、土砂災害など多様な被害が生じており、風水害が多発

化、大規模化しています。また、東海地震、南海トラフ地震、首都直下地震等の

甚大な被害が想定されている巨大地震が発生する可能性も高まっています。こ

れら大規模災害への対応において、高速性や機動性を活かした情報収集や消火、

救助、救急活動等が可能である消防防災ヘリコプターへの期待は高まっており、

国民の安全と安心を守るために必要不可欠なものとなっています。

今後一層の活躍が期待される消防防災ヘリコプターですが、操縦士の高齢化

と減少が課題とされているなか、飛行経験を積む場であったヘリコプター業界

全体での業務減少も相まって、消防防災ヘリコプター操縦士の養成と確保が非

常に厳しくなっています。

また、平成 年以降、４件の消防防災ヘリコプターの墜落事故が相次いで発

生し、 人の消防職員等が殉職され、これらの事故に対する検討結果を踏まえ、

令和元年９月に消防庁長官の勧告として「消防防災ヘリコプターの運航に関す

る基準」が告示されました。その中で消防防災ヘリコプターの安全運航のための

二人操縦士体制による運航が示され、操縦士の養成確保が急務となっています。

本検討会では、消防防災ヘリコプターの操縦士の乗務要件と訓練審査プログ

ラムについて、航空関係等の学識経験者、運航受託者・訓練事業者並びに消防機

関及び都道府県の消防防災航空隊の隊長や操縦士を委員として、また、ヘリコプ

ターに関係する各省庁の職員や全国航空消防防災協議会をオブザーバーとして

招き、国土交通省航空局からもアドバイザーとして参画いただき、３回にわたる

熱心な御審議を経て、報告書を取りまとめました。

各運航団体におかれましては、本報告書の消防防災ヘリコプター操縦士の乗

務要件と訓練審査プログラムを参考に、操縦士の養成・確保と消防防災航空隊と

して必要な技能の維持向上に真摯に取り組んでいただき、航空消防防災体制の

更なる充実・強化につながることを願っています。

令和２年３月

座長 平本 隆
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開開催催要要綱綱
 

（（趣趣旨旨））
第１条 運航団体の行う消防防災ヘリコプター操縦士の養成や安全性の向上のための取り組

みに資するよう乗務要件及び訓練審査プログラムを見直すことを目的とし、「消防防災ヘ

リコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラムに関する検討会」（以下「検討会」とい

う。）を開催する。

（（検検討討会会））
第２条 検討会は、消防庁長官が委嘱する委員をもって構成する。

２ 検討会に座長を置く。座長は、委員の互選によってこれを定める。

３ 座長は、検討会を代表し、会務を統括する。

４ 座長に事故があるときは、座長が指名した構成員がその職務を代理する。

５ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。

６ 座長は、必要に応じて、学識経験者等をオブザーバーとして検討会に参加させ、意見を求

めることができる。

（（任任期期））
第３条 構成員の任期は、令和２年３月 日までとする。

（（事事務務局局））
第４条 検討会の事務局は、消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室に置く。

（（雑雑則則））
第５条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。

附 則

この要綱は、令和元年 月 日から施行する。



開開催催会会場場及及びび議議事事内内容容

〇第１回

令和元年 月 日 月 時 分～ 時 分

日比谷国際ビル コンファレンススクエア８ 会議室

（議事内容）

⚫ 「消防防災ヘリコプターの現状」について

⚫ 「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準」について

⚫ ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び訓練プログラムについて

⚫ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及び訓練審査プログラム（案）について

〇第２回

令和２年２月 日 木 時 分～ 時 分

紀尾井カンファレンス セミナールーム

（議事内容）

⚫ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及びヒアリング結果について

⚫ 消防防災ヘリコプター操縦士の訓練審査プログラム及びヒアリング結果について

⚫ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム（案）について

⚫ シミュレーター訓練について

〇第３回

令和２年３月９日 月 時 分～ 時 分

日比谷国際ビル コンファレンススクエア８ 会議室

（議事内容）

⚫ 第２回検討会後の意見照会に対する回答

⚫ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム（案）について

⚫ 「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件・訓練審査プログラム」実効性確保のため

の課題について（案）

⚫ 有視界飛行方式による運航の安全確保について

⚫ 本検討会報告書について
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第第１１章章 検検討討会会設設置置のの背背景景

平成 年３月にまとめられた「消防防災ヘリコプターの安全性向上・充実

強化に関する検討会」において、消防防災ヘリコプター操縦士の養成・確保に

ついて「出動決定権者が適切な出動可否判断を行うため、委託運航団体におい

ても、派遣される操縦士の技能管理を積極的に実施する必要がある。また、今

後見込まれる操縦士不足を見据え、各運航団体において、操縦士を効果的に育

成していく必要がある。そのためには、国土交通省航空局が事務局となって開

催された検討委員会において取りまとめられた乗務要件・訓練プログラムを有

効活用し、技量ある操縦士の養成・訓練確保及び安全運航に努めていく必要が

ある。また、訓練内容の設定や能力確認要領については、地域特性を考慮しつ

つ、必要な範囲で一定の基準づくりについて、消防庁が主体となり検討してい

く必要がある。」とされた。

また、令和元年９月に「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準」（以下

「基準」という。）が消防庁長官の勧告として告示され、二人操縦士体制、機

長及び副操縦士の乗務要件、操縦士の養成訓練等について示されている。具体

的には、消防防災ヘリコプターには操縦士二人を乗り組ませるものとし、運航

団体は消防防災ヘリコプターの機長に必要な要件を定めるものとした上で、計

画に定める養成訓練のために必要と認める場合には、運航団体が定める一定の

航空消防活動に限り、当該航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長に

必要な要件を別に定めるものとする。

これらの検討結果や基準に示された事項を受けて、消防防災ヘリコプターの

任務遂行に必要な技能を有した操縦士の確保と を活用した若手操縦士の

養成体制を確立するため、消防庁では「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要

件・訓練審査プログラムに関する検討会」を設置し、二人操縦士体制における

操縦士の乗務要件を示すとともに、運航体制の異なる自主運航と委託運航にお

いても活用可能な段階的な操縦士の訓練審査プログラムの作成について検討

することとした。
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第第２２章章 現現地地調調査査にによよるるヒヒアアリリンンググ
 

１ ヒアリング概要

 
消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件及び訓練審査プログラムに関して、令和

元年 月～令和２年２月にかけて、全国の消防防災ヘリ運航団体（ 団体）にヒ

アリングを行った。

 
２ ヒアリング項目

 
ヒアリング項目は以下のとおり。 

 
１：消防防災航空隊における操縦士（整備士、運航管理者等を含む）の配置状況

２：操縦士の乗務体制・勤務形態

３：操縦士の飛行経歴（前職における回転翼航空機の操縦経験の概要）

４：操縦士の飛行時間及び機長時間（総飛行時間・機長時間・型式時間）

５：自主運航団体 委託運航団体における操縦士の養成確保の課題

６：消防防災ヘリのミッション別運航時間

７：消防防災ヘリの運航における操縦士の に割くことができる運航時間

８：自主運航団体に対する座学・実機訓練の実施場所と実施内容

９：二人操縦士体制構築（を目指す）運航団体における 活用の考え方

：ミッション難易度とミッション別に 時間を設ける段階的な訓練審査

プログラムについての意見

：シミュレーター訓練の有効性

：自主運航団体における機長認定基準の有無とその内容

 
３ 消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要件のヒアリング結果（参考資料２参照）

 
乗務要件を検討する上で必要となる運航団体における操縦士確保の状況につい

てヒアリングをしたところ、操縦士の養成・確保は難しく、二人操縦士体制への対

応は検討されているが厳しい状況が再確認された。

操縦士の養成・確保に関しては、近年農薬散布などの運航が減少傾向にあり飛行

時間の積み増しが難しく、自隊訓練をするにも飛行時間検査や燃料費の関係で実機

の訓練時間を確保することが難しくなっている。また自隊で操縦士を養成したとし

ても退職される場合があることが更に操縦士の養成の困難さを高めている。操縦経

験の豊富な中途者を採用する場合も「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務

要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（平成 年１
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月９日消防広第６号消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室長通知）において示

された乗務要件を満たす操縦士を採用しようとした場合、比較的高齢の自衛隊や海

上保安庁出身等の操縦士になり、定年までに残された時間が少ない場合が多く、持

続的に活動し続けられる状況とは言い難い。

また、二人操縦士体制への対応状況としては、二人操縦士体制を整備するには操

縦士のローテーションも考慮するとヘリコプター１機当たり５名程度の操縦士が

必要であり、そもそも操縦士の確保が難しい中で、多くの操縦士を確保しなければ

ならない二人操縦士体制を築くのは厳しいという意見があった。また、運航形態に

よって二人操縦士体制整備の困難さに差があり、自主運航団体では経験の浅い操縦

士を採用し、自隊で養成することで二人操縦士体制への準備を進めているが、運航

委託団体では機長要件を操縦士の調達仕様に盛り込むため、操縦士の確保が難しく

なっている。過去一人操縦士体制で運航してきた団体では、二人操縦士の確保のた

めに予算をつけることが難しい団体もある。

 
４ 消防防災ヘリコプター操縦士の訓練審査プログラムのヒアリング結果（参考資料

２参照）

 
ヒアリングの中でシミュレーターを用いた訓練の実施は発展途上にあることも

把握した。シミュレーター訓練は有効であると考える運航団体は多いが、国内のシ

ミュレーターを利用した場合でも費用が高く、かつ、同じ型式のシミュレーターで

訓練できるとは限らないため利用が進んでいない。さらに、機体計器等の故障を想

定した訓練においても、同じ型式でないと訓練が難しいことも利用が進まない一つ

の原因である。シミュレーター訓練を実施している運航団体では年間 分～５時

間程度の利用となっている。 
一方で、実機訓練に関しては空港や自治体の所有地等で訓練している場合が多い

ため、訓練場所の確保に関する課題は特段見受けられなかった。 
また、訓練方法全般に関する意見として、共通的な訓練施設や訓練組織を設立し、

一括で共通的な技能を養成する仕組みや、国が消防防災航空隊の保有する機種と同

型のシミュレーターを保有する組織を設立し、シミュレーター訓練を受託する仕組

みを作ることで、実機を用いずに訓練可能となり有用であるという意見もあった。
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第第３３章章 消消防防防防災災ヘヘリリココププタターー操操縦縦士士のの乗乗務務要要件件・・訓訓練練審審査査ププロロググララムム

ににつついいてて
 

１１ 策策定定のの趣趣旨旨

 
基準第７条第１項において、運航団体は航空法その他の関係法令が定めるものの

ほか、「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関

する検討委員会」の検討結果について（平成 年１月９日消防広第６号消防庁国

民保護・防災部防災課広域応援室長通知）を踏まえ、その消防防災ヘリコプターの

機長に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとされている。

また、基準第７条第２項では、基準第 条の規定により運航団体で計画を定め

て操縦士の養成訓練を行っており、当該養成訓練のために必要と認める場合には、

運航団体が安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空消防活動

を行う消防防災ヘリコプターの機長に必要な要件は、別に定めることができるもの

とされている。

また、基準第７条第３項では、副操縦士について、必要な飛行経歴その他の要件

を定めるものとされている。

本乗務要件・訓練審査プログラムは、基準第７条第１項から第３項までの規定に

基づき、運航団体において操縦士の養成訓練に係る計画及び消防防災ヘリコプター

の操縦士の要件を策定し、実施するための指針として定めるものである。

 
２２ 乗乗務務要要件件・・訓訓練練審審査査ププロロググララムムのの策策定定

（１）乗務要件の策定

乗務要件においては、操縦士を飛行時間・運航技能から「専任機長」・「限定

機長」・「副操縦士」の３段階に分け、それぞれの要件を定めることとする。乗

務要件は、基準第７条第１項及び第３項に規定する「必要な飛行経歴その他の要

件」（同条第２項にあっては、「必要な要件」）を具体化したものであって、同

条第１項の「機長」が乗務要件上の「専任機長」に、同条第２項の「運航団体が

安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空消防活動を行う消

防防災ヘリコプターの機長」が乗務要件上の「限定機長」に、同条第３項の「副

操縦士」が乗務要件上の「副操縦士」にそれぞれ対応している。

（２）専任機長・限定機長・副操縦士の定義

専任機長・限定機長・副操縦士とは、以下の者をいう。
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ア 専任機長

航空消防活動全てのミッション※１において （ ）※２として乗

務することができる操縦士。

※１：ミッションとは、消防防災ヘリコプターを運航するに当たり活動が想定され

る任務をいい、本訓練審査プログラムで想定する基本技能、情報収集、救急

活動、一般救助、水難救助、山岳救助、消火活動のほか、各運航団体が審査

する必要があると認める区域内の地勢の状況に応じた活動等を想定。

※２： とは、操縦を担当するパイロット。

イ 限定機長

専任機長ではない操縦士であって、ミッションごとに定められた技能認定を

行い、運航団体において活動を限定した として乗務することができる操縦

士。副席には専任機長が （ ）※３として同乗し、常にアドバ

イスできる環境を実現することを前提とする。

※３： とは、主にモニターや通信を担当するパイロット。

ウ 副操縦士

航空消防活動全てのミッションにおいて として乗務することができるが、

として乗務することができない操縦士。

（３）訓練審査プログラムの策定

訓練審査プログラムにおいては、ミッションごとに求められる技術の難易度に

差があること、経験のある操縦士の確保が難しい状況を踏まえ、ミッション別の

段階的な訓練審査プログラムを定めることとする。

３３ 乗乗務務要要件件のの概概要要

（１）乗務要件の基本的な考え方

操縦士の３段階の要件は、各運航団体において操縦士を採用する際の操縦技

能・飛行時間が操縦士（及び運航形態）によって異なることから、専任機長及び

副操縦士の指標となる乗務条件を定義し、限定機長についてはミッションごとの

技能審査を経て限定機長の技能認定を行う形としている。段階的な技能審査は

「４ 訓練審査プログラムの概要」に定める訓練審査プログラムの段階を参考に

実施する。 
なお、専任機長は「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び訓練

プログラムに関する検討委員会」において示された機長要件を参考にしている。 
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（２）専任機長の乗務要件

ア 時間の機長時間、うち 時間は回転翼機の機長時間

イ 時間の実施する運航と類似した運航環境※４における飛行時間

※４：「類似した環境」とは、海、山、交通量の多い都会などの地形学的な特徴が

類似した運航環境をいう。

ウ 時間の当該型式の飛行時間

エ 夜間における 時間の機長時間（夜間運航を行う場合のみ）

オ 回の吊下揚収運航経験

（３）限定機長の乗務要件

限定機長の乗務要件は、各運航団体内における活動状況に照らしミッションご

とに必要な技能を勘案して各運航団体が定めることとする。 

（４）副操縦士の乗務要件

ア 回転翼事業用操縦士技能証明及び乗務機の型式限定 
イ 第一種航空身体検査証 
ウ 航空特殊無線技士又は航空無線通信士 
エ 特定操縦技能審査技能証明書 

 
 

段階的審査のイメージ

③副操縦士
自隊訓練で技能を身に着ける。
実ミッションでは として乗務。
飛行時間増分 なし（機長席で訓練中のみ有）
機長時間増分 なし

「副操縦士の乗務要件」を
満たす者を採用

②限定機長

⚫ 情報収集任務（例）に限定して として乗務
飛行時間増分 有
機長時間増分 有

⚫ その他ミッション種別（救急、一般救助、山岳救助、消火等
では として乗務
飛行時間増分 なし（機長席で訓練中のみ有）
機長時間増分 なし

①専任機長

「すべての段階の
技能審査」に

合格

次の段階へ移行

専任機長の同乗が必要
専任機長の同乗なしで運航可能
次世代の③副操縦士を育成

情報収集任務からより高度な任務へと段階的に
操縦可能なミッション種別を技能認定

例）情報収集→救急活動→一般救助→山岳救助→消火活動

専専任任機機長長のの同同乗乗条条件件

専任機長乗務要件達成
（機長時間 時間超等）

②限定機長

「救急活動（例）に限定した
技能審査」に
合格

「情報収集任務（例）に限
定した 技能審査」に

合格

技技 能能
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４ 訓訓練練審審査査ププロロググララムムのの概概要要 

（１）訓練審査プログラムの基本的な考え方

自主運航団体において経験の浅い操縦士をゼロから養成可能なように、副操縦

士から専任機長に養成するために必要な基本的な訓練項目を記載したプログラ

ムとした。本訓練審査プログラムでは、「基本技能」、「情報収集」、「救急活

動」、「一般救助」、「水難救助」、「山岳救助」、「消火活動」の７段階に分

け、訓練項目例を記載している。一方で、必要となる訓練項目は各運航団体の活

動地域・状況によって異なるため、ミッション別の段階の前後、あるいはミッシ

ョンごとの訓練項目の追加・削除は各運航団体の判断によるものとする。

 
（２）定期訓練

定期訓練は本訓練審査プログラムに定める訓練項目を参考に適宜繰り返し行

うことを想定している。 

（３）限定機長の技能認定に係る審査

限定機長の技能認定に係る審査は、各運航団体で設定する訓練プログラムに沿

って、各訓練段階の訓練の終了後に行われるものとしている。審査を行う際は、

操縦士の飛行時間によらず技能を確認し、限定機長の発令を行うことを想定して

いる。ただし、各段階において飛行時間の要件を定めることを妨げるものではな

い。 
また、審査においては、各運航団体の隊長※５・機長・整備士長※６によって総合

的に評価することを想定している。なお、その際は外部組織の者による評価を付

して評価することを推奨する。 
※５：航空消防活動指揮者又はその者を統括する者を想定。

※６：消防防災ヘリコプターの整備の業務に専ら従事する者（整備士）のうち当該業

務を統括する者を想定。 
なお、限定機長が運航団体の定める全ての審査に合格した場合も、専任機長要

件を満たさない場合は副席には専任機長が同乗することとする。 
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段階的な訓練イメージ 

易

難

消消火火活活動動山山岳岳救救助助水水難難救救助助一一般般救救助助救救急急活活動動情情報報収収集集基基本本技技能能

ミッション強度

「基本技能」の審査

「情報収集」の審査

「救急活動」の審査

「一般救助」の審査

「水難救助」の審査

「山岳救助」の審査

「消火活動」の審査

飛行時間を積み、専任機長を目指す

「情報収集」の限定機長
救急活動の訓練生

飛行時間

「情報取集」「救急活動」の限定機長
一般救助の訓練生

「情報取集」「救急活動」
「一般救助」の限定機長
水難救助の訓練生

「情報取集」「救急活動」「一般救助」
「水難救助」の限定機長
山岳救助の訓練生

「情報取集」「救急活動」「一般救助」
「水難救助」「山岳救助」の限定機長

消火活動の訓練生

※山林火災を想定



9

５ 消防防災ヘリコプター操縦士の訓練審査プログラム

（１）「基本技能」

出発前【必須】

運航内容の確認
運航の可否判断

航空情報・気象状況の確認
航空消防活動の内容・実施場所（地形特性・場外離着陸場）
の確認運航の可否判断

飛行準備

重量、重心の確認
飛行前点検
始動・試運転
他の消防隊又は救急隊との連携の確認
チェックリスト、確認呼称、手信号の理解と実施

飛行計画の作成
飛行計画の作成（飛行経路と離着陸場の選定、緊急時の着

陸場所の確認等を含む。）

飛行中の基本操作・
判断

【必須】

ヘリポート場周離着陸

通常離着陸
滑走離着陸
最大性能離陸
低速高角度進入

級・ 級離着陸

場外離着陸

離着陸場所の適否判断（現地）
適切な降下率を設定した降下計画による着陸
離着陸経路の設定と運航（気象、障害物との離隔、地上の
安全管理状況等を考慮）

安全管理

セットリング・ウィズ・パワーの危険性の認識と回避
異常姿勢からの回復
障害物件を考慮した適切な離着陸（確認、排除指示、見張

りの設置要請）
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避
地上におけるローター停止までの機体接近監視
空間識失調の危険性の認識と回避

（クルー、運航管理、管制等）

基本空中操作

管制機関等との通信
水平直線飛行
上昇・降下
通常旋回、急旋回
急停止
ホバリング
地上滑走
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飛行中の基本操

作・判断【必須】 緊急時対応

【シミュレーター訓練】

各種緊急操作対応
機体異常発生時の対応とクルーへの指示
緊急着陸必要時の着陸場所の選定と進入
予期せぬ計器気象状況への対応
不時着陸、不時着水要領

運航中の安全管理
飛行中止判断

２パイロットオペレーション

（ 役割分担）航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、
その他）
周辺の気象の状況及び地理的条件の確認
異常時の機体特性の確認
異常時の操縦士の操縦技能の確認
上記を元にした飛行中止判断

飛行中の基本操
作・判断【選択】 基本計器飛行

基本計器飛行
各種計器進入
野外飛行における航法機器の操作

夜間飛行
夜間の場周飛行、野外飛行
灯火類（機内・機外・ヘリポート）の点検
夜間の各種緊急操作

物資輸送 物資の吊り下げ・吊り上げ及び物資の吊り下げ輸送
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（２）「情報収集」

基本・安全管理

飛行内容に応じた飛行計画の作成
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施

（クルー、運航管理、管制等）
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、その他）
緊急着陸必要時の着陸場所の選定と進入要領の判断

情報収集

活動可能時間の算出
効果的な情報収集実施のための飛行方法の調整と決定
障害物の把握、継続的な見張り、安全に配慮した経路・高度・速度の設定
捜索・調査・撮影・広報飛行要領
ヘリテレ映像を想定した飛行要領
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（３）「救急活動」

基本・安全管理

飛行内容に応じた飛行計画の作成
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施

（クルー、運航管理、管制等）
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、その他）
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避
地上におけるローター停止までの機体接近監視
緊急着陸必要時の着陸場所の選定と進入要領の判断

救急活動

ヘリ輸送が傷病者・要救助者に与える医学的影響に関する知識
医療機器等の取り扱い知識と安全確保
感染防止措置及び二次感染に留意した活動
離着陸場所の選定と現地における判断
ランデブーポイント、病院ヘリポート、狭隘地での離着陸（他消防機関等、

地上支援スタッフとの通信連携含む）

傷病者の状況に応じた適切な飛行方法の設定
活動隊、傷病者の状況把握
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（４）「一般救助」

基本・安全管理

飛行内容に応じた飛行計画の作成
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施

（クルー、運航管理、管制等）
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、その他）
余剰出力等の確認、可否判断
障害物監視
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避

一般救助

低空ホバリング、地面効果外ホバリング（風の把握、ホバリング位置・高
度の決定、ホバリングの安定等）
隊員等の降下地点の可否判断、安全確認要領
オペと連携した降下予定地点への機体誘導要領（オペ指示による位置修正
対応等）
ホイスト装置による隊員の降下・吊り上げ・機内収容
ホイスト装置が不具合を起こした場合の対応要領
ホイスト装置による救助、機内収容
低空ホバリングでの隊員の搭乗・降機
リペリングによる隊員の降下
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（５）「水難救助」

基本・安全管理

飛行内容に応じた飛行計画の作成
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施

（クルー、運航管理、管制等）
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、その他）
余剰出力等の確認、可否判断
障害物監視
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避
不時着水要領

水難救助

水上でのホバリング（風の把握、ホバリング位置・高度の決定、ホバリン

グの安定等）

隊員等の降下地点の可否判断、安全確認要領
水面でのオペと連携した降下予定地点への機体誘導要領（オペ指示による

位置修正対応等）

水面でのホイスト装置による隊員の降下・吊り上げ・機内収容
水面でのホイスト装置による救助、機内収容
ジャンプエントリー要領

 
  



15

 
（６）「山岳救助」

基本・安全管理

飛行内容に応じた飛行計画の作成
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施

（クルー、運航管理、管制等）
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、その他）
余剰出力等の確認、可否判断
障害物監視
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避
不時着陸（山林）要領

山岳救助

山間地でのホバリング（風の把握、ホバリング位置・高度の決定、ホバリ

ングの安定等）

隊員等の降下地点の可否判断、安全確認要領
山間地でのオペと連携した降下予定地点への機体誘導要領（オペ指示によ

る位置修正対応等）

山間地の不安定地（急傾斜地等）・狭隘地等でのホイスト装置による隊員

の降下・吊り上げ・機内収容

山間地の不安定地（急傾斜地等）・狭隘地等での救助、機内収容
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（７）「消火活動」

基本・安全管理

飛行内容に応じた飛行計画の作成
手信号・チェックリスト・確認呼称の理解と実施

（クルー、運航管理、管制等）
航空機状態・運航体制の継続的な確認（ 状態、燃料、その他）
余剰出力等の確認、可否判断
障害物監視
ダウンウォッシュの危険性の認識と回避

消火活動

重量、地形特性を考慮した積載水量の決定
消防隊との連携
現場の情報収集（火点、水利の位置及び周辺の地形の確認）
残燃料による給水量の決定及び活動可能時間の算出
重重量時の操作・離着陸

消火タンク

 飛行要領、経路選定
 自給水・散水時のヘリ誘導要領（重量変化の考慮、火災の煙による視
界不良に対する注意等）

 消防隊等による給水要領

消火バケット

 飛行要領、経路選定
 自給水・散水時のヘリ誘導要領（重量変化の考慮、火災の煙による視
界不良に対する注意等）

 ホバリングでの消防隊等による給水要領
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第４章 実効性確保のための課題及び解決策

 
本検討会で議論する中で、策定した「消防防災ヘリコプター操縦士の乗務要

件・訓練審査プログラム」を実効的なものにするために操縦士の養成及び技能

維持に必要な操縦士の飛行時間の確保に関する課題が挙げられた。 
 
○ 操縦士の飛行時間の確保が難しい要因

⚫ 二人操縦士体制構築による操縦士の増加（一人当たりの飛行時間の減少）

⚫ 飛行時間ごとに定められる整備（例： 時間点検等）の存在による年間

の飛行時間制限（整備コスト、整備期間中の運休を考慮）

⚫ 災害対応のための飛行時間確保が必要（待機機体確保が困難）

○ 上記の要因の解決策としては以下が考えられ、引き続き検討が求められる。

⚫ 年間予定飛行時間の見直し

⚫ 運航団体保有機体の有効活用（運航委託会社での操縦訓練の実施）

⚫ 飛行時間ごとに定められる整備計画の見直し

例①：複数機体持っている運航団体の場合、１機体のみは 時間点検を

年２回行い、年 時間運用とする

例②：１機のみで運用している運航団体の場合、２年に１回、 時間点

検を年２回行う

⚫ 近隣運航団体との整備期間の調整と整備期間中の相互出動協力

⚫ 近隣運航団体との共同運航による訓練機体・訓練時間の相互補完
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おおわわりりにに  

本検討会では、消防防災ヘリコプター操縦士の養成と安定的な確保のため、乗

務要件及び訓練審査プログラムについて検討し、取りまとめたところである。 
操縦士不足は全ての運航団体において直面する可能性があり、次を担う操縦

士を育成していくことは、官民の枠を超えたヘリコプター業界全体の課題であ

る。 
本検討会では、操縦士の飛行時間だけで評価するのではなく、技術・技能を審

査した上で、限定機長として若手操縦士に操縦させ、経験を積ませることでキャ

リアアップを図り、人材育成をすすめていくことにより、操縦士の養成・確保に

つながると考える。 
また、経験豊富なベテラン操縦士についても、技能維持のための訓練は不可欠

であり、訓練審査プログラムの訓練項目を参考に、繰り返し実施していく必要が

ある。 
今後の課題として、二人操縦士体制による操縦士の増加や限られた飛行時間

のなか、操縦士１人当たりの訓練時間をどのように確保していくか、運用方法や

コスト面からも調査研究をすすめ、また消防防災航空隊の運航体制の広域化な

ども踏まえ、更に検討する必要がある。 
引き続き、消防防災ヘリコプターの安全運航を第一に、航空消防防災体制の充

実・強化に努めていく。 
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国空航第３１１３号

令和２年２月２７日

（宛先）あて

国土交通省航空局 

安全部運航安全課長 

有視界飛行方式による運航の安全確保について（空間識失調関連）

本日、運輸安全委員会は、平成３０年８月１０日に群馬県防災航空隊所属のヘリコ

プターが群馬県吾妻郡中之条町の山中に墜落した事故に係る航空事故調査報告書を

公表し、国土交通大臣（航空局）あてに安全向上策として、捜索救難活動を行う航空

機の操縦士に対し、空間識失調の危険性について注意喚起するとともに、空間識失調

に陥らないための具体的な予防策及び万一空間識失調に陥った場合にその状況から

離脱するための対処策について周知するよう勧告を行っています。

貴省・貴庁におかれましても、本報告書における勧告を踏まえ、

別紙に記載している空間識失調の危険性に関して、貴省・貴庁の航空機の操縦士等

の関係者において十分に認識させるようにするとともに、関係団体等及びその操縦士

に対しても、その危険性が十分認識されるよう周知をお願いします。

さらに、空間識失調に関する予防策及び対処法についても、貴省・貴庁及び関係団

体等の航空機の操縦士に対して周知・訓練等の措置が講じられるよう徹底する旨お願

いします。

具体的には、貴省・貴庁及び関係団体等の航空機の操縦士に対し、

別紙の（１）並びに（２）１．及び３．の内容を含む、空間識失調の危険性及

び対応策に関する座学訓練

別紙の（２）２．に関連して、意図せず計器気象状態に遭遇した場合に、基本

的な計器による飛行能力でその状況から離脱するための実機又はシミュレー

タを用いた実技訓練

の定期的な実施についてお願いいたします。

なお、航空局では、空間識失調の具体的な予防策及び対処策に関するリーフレット
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等を今後作成・配布予定としているところ、当該リーフレット等も活用して、安全講

習会を含めたあらゆる機会を通じて継続的に注意喚起するようお願いいたします。

（参考）航空事故調査報告書の概要

本事故は、同機が登山道の調査のため山岳地域を飛行中、雲の多い空域に進入して

視界が悪化し地表を継続的に視認できなくなったことにより、機長が空間識失調に陥

り機体の姿勢を維持するための適切な操縦を行えなくなったため、山の斜面に衝突し

たものと考えられるとしています。また、視界が悪化して地表を継続的に視認できな

くなったことについては、有視界気象状態を維持することが困難となる中で、引き返

しの判断が遅れ、飛行を継続したことによるものと考えられるとしています。さらに

は、消防防災、警察等の捜索救難活動を行う航空機の操縦士は、任務の特性上、気象

状況が変化しやすく、かつ局所的な気象の予測を行うことが困難な山岳地域を飛行す

ることが多いとし、急激に天候が悪化した場合でも、空間識失調に陥らずに天候が悪

化した空域から速やかに離脱するための適切な行動をとることが重要であり、このた

めには、空間識失調の危険性に関する理解を深め、必要な場合は直ちに基本的な計器

による飛行に切り替えるとともに、自動飛行装置を有している場合には適切に使用す

ること等の具体的な空間識失調予防策及び対処策を日頃から身につけておく必要が

あると考えられるとしています。

 これを踏まえ、運輸安全委員会は、国土交通大臣（航空局）あてに安全向上策とし

て、捜索救難活動を行う航空機の操縦士に対し、空間識失調の危険性について注意喚

起するとともに、空間識失調に陥らないための具体的な予防策及び万一空間識失調に

陥った場合にその状況から離脱するための対処策について周知するよう勧告がなさ

れています。

以上

（宛先）

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 あて

警察庁生活安全局地域課長 あて

海上保安庁警備救難部管理課長 あて
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別紙 
 

有視界飛行方式による運航における空間識失調の危険性及び対策について 
 
 
（１）空間識失調の危険性について 
 有視界飛行方式による運航においては、操縦士は目視により自機の姿勢を判断し、

最低安全高度以上の高度を維持しつつ、機外の障害物を視認しながら飛行し、安全を

確保している。このため、(1)天候の急変や誤って雲中を飛行する状況となってしまう

こと等により視程の確保が困難となること、(2)さらに、そのような視程が確保できな

い状況において、空間識失調に陥って自機の姿勢、位置等が把握できなくなること、

は極めて危険な状況であり、我が国においても、これらの要因が関与して、地表への

衝突や姿勢制御の喪失に至った重大事故が数多く発生している。特に、空間識失調に

ついては、夜間、雲中、雪原上、海上など視覚情報が限定されている場合に発生しや

すいとされている。 

 こうした点を踏まえて、小型航空機の操縦士は、有視界飛行方式による運航の安全

確保を図るため、視界不良時の飛行や空間識失調の危険性を十分に理解するとともに、

航空法規や飛行規程に規定された限界事項や手順を確実に遵守し安全を優先した運

航を心がけること。 

 

（２）空間識失調への対策について 
 前述の空間識失調の危険性を十分に認識の上、以下を含めた予防策と対応策を徹底

すること。 

１．有視界飛行方式で飛行のための気象状態を評価する際には、以下の点に留意し飛

行の可否を判断すること。 
① 最新の気象情報を収集し、出発地と目的地における気象状態の状況のみなら

ず、飛行経路上の気象状態及び目的地の到着予定時刻における気象状態につい

ても分析した上で、常に有視界気象状態の維持が可能であり、航行の安全が確保

できると判断された場合に限り、航空機を出発させること。 
 なお、飛行経路上及び目的地の気象情報が得られない場合の気象状態の分析

については、当該飛行経路上及び目的地の最寄りの飛行場等に存在する気象機

関から提供される気象情報を活用するなどにより適切に判断すること。 
② 気象の変化が予想される場合には、出発前にあっては有視界気象状態の維持が

困難な気象状態に遭遇した場合の代替案を十分検討するとともに、飛行中にあ

っても継続的な気象情報の収集に努め、気象の変化を把握するよう努めること。 
③ 予期しない天候の悪化の兆候が見られるような場合には、時機を失しないよう

早期に飛行継続の可否を決定し、出発地に引き返すか、又は飛行経路上周辺の適
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当な飛行場等に着陸すること。特に回転翼航空機においては、予防着陸も考慮す

ること。

２．特に、山岳地域など、気象状況が変化しやすく、かつ局所的な気象の予測を行

うことが困難な空域、夜間、海上、雪原上など視覚情報が限定される可能性の高

い空域等を飛行することが多い操縦士にあっては、基本的な計器による飛行に切

り替えることにより速やかに当該状況から離脱することができる能力を有するよ

う、日頃から訓練し、定期的な技能審査等を通じて技能の維持状況の確認を受け

ること。

３．万一意図せず計器気象状態や空間識失調に陥った場合には、

① 限定された視覚情報の下での飛行中には、明確な地上の物標等が確実に視認

されない限り、自己の姿勢感覚ではなく、飛行計器の指示に従うこと。また、

頭部の急な動きは避けること。

② 操縦士が２人以上搭乗している場合にあっては、同時に錯覚に陥る可能性が

低いことを踏まえ、１人が錯覚に陥り始めたと認識した場合には、当該者以外

の操縦士に操縦を交代すること。

③ 自動操縦装置が使用可能な場合には、錯覚から回復するまで自動操縦により

飛行すること。

（参考）視界不良時の飛行や空間識失調の危険性に関する資料等

（ア）空間識失調に関する資料（（一財）航空医学研究センター作成、（公社）日本

航空機操縦士協会 機関誌（PILOT 誌）掲載）

○ 空間識失調［視覚錯覚］について

https://www.aeromedical.or.jp/pilot/pdf/2002-2.pdf
○ 空間識失調その２

https://www.aeromedical.or.jp/pilot/pdf/2002-3.pdf
（イ）過去に国土交通省航空局が作成した関連した安全啓発リーフレット等

○ 安全啓発リーフレット：危険！ＶＦＲでの雲中飛行

http://www.mlit.go.jp/common/001020880.pdf
○ 安全啓発動画：その時、あなたならどうする？

～小型航空機の安全な運航のために～

https://www.youtube.com/user/mlitchannel/videos?disable_polymer=1 

以上
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消消防防防防災災ヘヘリリココププタターーのの運運航航にに関関すするる基基準準（（消消防防庁庁告告示示第第４４号号））  

  

目目次次  

  

第第一一章章  総総則則（（第第一一条条・・第第二二条条））  

第第二二章章  消消防防防防災災ヘヘリリココププタターーのの運運航航体体制制（（第第三三条条――第第九九条条））  

第第三三章章  教教育育訓訓練練等等（（第第十十条条――第第十十四四条条））  

第第四四章章  航航空空消消防防活活動動（（第第十十五五条条――第第十十九九条条））  

第第五五章章  航航空空機機事事故故対対策策（（第第二二十十条条・・第第二二十十一一条条））  

第第六六章章  相相互互応応援援協協定定等等（（第第二二十十二二条条・・第第二二十十三三条条））  

附附則則  

  

  

      第第一一章章  総総則則  

  

 （目的） 

第一条 この基準は、消防防災ヘリコプターの運航に関する基本的事項を定めることにより、航空消防

活動の安全かつ円滑な遂行に資することを目的とする。 

 

 （用語の意義） 

第二条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 消防防災ヘリコプター 地方公共団体が運航する回転翼航空機（消防の用に供するものに限る。）

をいう。 

二 運航団体 消防防災ヘリコプターを運航する地方公共団体をいう。 

三 航空消防活動 消防防災ヘリコプターを用いて行う消火、救急業務、人命の救助、情報収集、輸送

その他の消防の活動（これらの活動に係る訓練を含む。）をいう。 

四 航空消防活動従事者 消防防災ヘリコプターに乗り組んでその運航又は航空消防活動に従事する

者をいう。 

 

      第第二二章章  消消防防防防災災ヘヘリリココププタターーのの運運航航体体制制  

 

 （運航体制の整備充実） 

第三条 運航団体は、消防防災ヘリコプターの運航の安全の確保のために必要な組織及び施設設備の整

備充実を図るものとする。 

 

（運航規程等の整備） 

第四条 運航団体は、消防防災ヘリコプターの出発の承認の判断基準、運航中の留意事項その他の運航

の管理に必要な事項について記載した消防防災ヘリコプターの運航に関する規程（第十六条において
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「運航規程」という。）を定めるものとする。 

２ 運航団体は、消防防災ヘリコプターの安全かつ効率的な運航のために全ての利用可能な人員、資機

材及び情報を効果的に活用する措置（ＣＲＭ）に係る実施要領を定めるものとする。 

３ 運航団体は、運航中の消防防災ヘリコプターにおける航空消防活動従事者による周囲の監視及び機

長の注意を喚起するための措置（ボイス・プロシージャー）に係る実施要領を定めるものとする。 

４ 運航団体は、山岳救助、水難救助その他の特に安全の確保に配慮する必要があると認める航空消防

活動の類型ごとに、地域特性等を考慮して、消防防災ヘリコプターに乗り組ませる航空消防活動従事者

の数、積載する資機材、要救助者の救出方法その他の航空消防活動の実施に必要な事項について記載し

た活動要領を定めるものとする。 

 

（運航責任者及び運航安全管理者の配置） 

第五条 運航団体は、消防防災ヘリコプターが配置されている拠点に、運航責任者及び運航安全管理者

を配置するものとする。 

２ 運航責任者は、消防防災ヘリコプターの出発の承認、航空消防活動の中止の指示その他の消防防災

ヘリコプターの運航の管理に関する事務をつかさどるものとする。 

３ 運航安全管理者は、航空機の運航その他の航空消防活動に関する専門的な知見を有する者をもって

充てるものとし、消防防災ヘリコプターの運航の安全を確保する観点から、運航責任者、機長その他の

関係者に対する消防防災ヘリコプターの運航、航空消防活動の実施、航空消防活動従事者の健康管理そ

の他必要と認める事項に関する助言、第十三条に規定する教育訓練等基本計画及び第十四条に規定す

る教育訓練等実施計画の立案、これらの業務に必要な調査研究等を行うものとする。 

４ 運航団体は、運航責任者の事務を補助するため必要な職員を置くものとする。 

 

（二人操縦士体制） 

第六条 航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターには、操縦士（航空法（昭和二十七年法律第二百三十

一号）第二十八条の規定により当該消防防災ヘリコプターを操縦することができる航空従事者（定期運

送用操縦士又は事業用操縦士の資格についての技能証明を有する者に限る。）をいう。以下同じ。）二名

を乗り組ませるものとする。 

２ 運航責任者は、前項の操縦士のうち一名を機長に、他の一名を副操縦士に、それぞれ指定するものと

する。 

３ 副操縦士は、機長が行う操縦の補助及び周囲の監視を行うとともに、機長に事故があるときは、機長

に代わってその職務を行うものとする。 

 

 （機長及び副操縦士の乗務要件） 

第七条 運航団体は、航空法その他の関係法令が定めるもののほか、「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操

縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（平成三十年一月九日消

防広第六号消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室長通知）を踏まえ、その消防防災ヘリコプターの

機長に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。 

２ 運航団体が第十一条の規定により計画を定めて操縦士の養成訓練を行っており、当該養成訓練のた
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めに必要と認める場合には、運航団体が安全性を考慮して定める一定の航空消防活動に限り、当該航空

消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長に必要な要件は、前項の要件とは別に定めることができ

るものとする。 

３ 運航団体は、その消防防災ヘリコプターの副操縦士に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものと

する。 

４ 機長又は副操縦士は、それぞれ第一項又は前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす操縦士

でなければならないものとする。ただし、運航団体が第二項の規定による要件を定めている場合におけ

る同項に規定する一定の航空消防活動を行う消防防災ヘリコプターの機長については、当該要件を満

たす操縦士でなければならないものとする。 

 

（航空消防活動指揮者） 

第八条 運航責任者は、航空消防活動の実施に当たっては、航空消防活動指揮者を指定するものとする。 

２ 航空消防活動指揮者は、消防防災ヘリコプターに乗り組んで、航空法その他の関係法令の規定によ

り機長が行うものとされている権限を除き、航空消防活動の実施に関し、航空消防活動従事者を指揮監

督するものとする。 

 

 （消防防災ヘリコプターに備える装備等） 

第九条 運航団体は、航空法その他の関係法令の規定により必要とされるもののほか、運航の安全の確

保に資するために消防防災ヘリコプターに別表第一に掲げる装備、装置及び資機材を備えるものとす

る。 

２ 運航団体は、地域の実情に応じて、運航の安全の確保に資するために消防防災ヘリコプターに別表

第二に掲げる装備、装置及び資機材を備えるよう努めるものとする。 

  

      第第三三章章  教教育育訓訓練練等等  

 

（教育訓練） 

第十条 運航団体は、次に掲げる教育訓練を行うものとする。 

一 操縦士の操縦技能の習得維持に必要な飛行訓練及びシミュレーターを用いた緊急操作訓練 

二 第四条第二項に規定する措置を円滑に実施するための訓練 

三 前二号に掲げるもののほか、航空消防活動従事者の安全の確保に資する訓練 

 

 （操縦士の養成訓練） 

第十一条 運航団体は、将来にわたり操縦士を安定的に確保できるよう、計画を定めて必要な操縦士の

養成訓練を行うものとする。 

 

（操縦士の操縦技能の確認） 

第十二条 運航団体は、操縦士の効率的な養成及び安全かつ確実な航空消防活動に資するため、毎年、当

該運航団体の操縦士の操縦技能の確認を行うものとする。 
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 （教育訓練等基本計画） 

第十三条 運航団体は、第十条に規定する教育訓練、第十一条に規定する操縦士の養成訓練及び前条に

規定する操縦士の操縦技能の確認（以下「教育訓練等」という。）を実施するに当たっては、次に掲げ

る事項について定めた教育訓練等基本計画を作成するものとする。 

一 教育訓練等の目標及び内容並びにその実施方法 

二 教育訓練等に係る安全管理対策 

三 教育訓練等に必要な施設設備の整備計画 

四 教育訓練等に当たる指導者の確保及び養成のための対策 

五 前各号に掲げるもののほか、教育訓練等を効果的かつ安全に実施するために必要な事項 

２ 運航団体は、毎年、教育訓練等基本計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正する

ものとする。 

 

 （教育訓練等実施計画） 

第十四条 運航団体は、教育訓練等基本計画に基づき、毎年、次に掲げる事項について定めた教育訓練等

実施計画を作成するものとする。 

一 年間の教育訓練等の目標及び内容並びにその実施方法 

二 年間の教育訓練等の対象者 

三 年間の教育訓練等の時間数及び実施時期 

四 前三号に掲げるもののほか、年間の教育訓練等を円滑に実施するために必要な事項 

 

      第第四四章章  航航空空消消防防活活動動  

  

（調査） 

第十五条 運航団体は、航空消防活動の安全かつ円滑な実施を図るため、当該運航団体の区域、当該運航

団体と航空消防活動の実施に関し相互に応援する協定（第二十二条において「相互応援協定」という。）

を締結している他の地方公共団体の区域その他当該運航団体の消防防災ヘリコプターを運航すること

が見込まれる区域における次に掲げる事項について、調査を行うものとする。 

一 地勢の状況 

二 航空消防活動の必要がある災害の発生するおそれのある場所並びにその地形及び気象の状況 

三 飛行場外離着陸場、山林火災の消火に係る給水場所、消防防災ヘリコプターの燃料の補給施設そ

の他の航空消防活動の実施に必要な施設設備の状況、位置、構造及び管理状態 

四 前三号に掲げるもののほか、運航団体が必要と認める事項 

 

 （消防防災ヘリコプターの出発の承認等） 

第十六条 機長は、消防防災ヘリコプターを出発させるに当たっては、運航規程の定めるところにより、

運航責任者の承認を得るものとする。 

２ 運航責任者は、気象の状況、航空消防活動の内容及びその実施場所の状況等を可能な限り詳細に把

握し、運航規程の定めるところにより、前項の承認の可否を判断するものとする。 
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３ 航空消防活動を行うため消防防災ヘリコプターを運航しようとするときは、機長は、航空法第七十

三条の二に規定する確認のほか、航空消防活動指揮者による他の航空消防活動従事者に対する当該航

空消防活動の目的、内容、現場の状況等に係る説明が終了した後に、消防防災ヘリコプターを出発させ

るものとする。 

４ 航空消防活動を行うため消防防災ヘリコプターを運航しようとするときは、運航責任者は、他の消

防隊又は救急隊との連携に十分配慮するものとする。 

 

 （機長及び航空消防活動指揮者の運航中の安全対策） 

第十七条 機長及び航空消防活動指揮者は、消防防災ヘリコプターの運航中は、運航体制、周辺の気象の

状況及び地理的条件、消防防災ヘリコプターの機体の特性、操縦士の操縦技能等を踏まえ、安全管理に

十分配慮し、必要に応じて航空消防活動を中止する判断を行うものとする。 

２ 機長又は航空消防活動指揮者は、航空消防活動を中止する判断を行った場合は、速やかにその旨を

運航責任者に報告するものとする。 

 

（運航責任者の運航中の安全対策） 

第十八条 運航責任者は、消防防災ヘリコプターの運航中は、衛星通信を活用した消防防災ヘリコプタ

ーの動態を管理するシステム等による飛行状況の監視及び航空消防活動の現場の状況、気象の状況そ

の他の航空消防活動に関する情報の収集を行い、必要に応じて機長及び航空消防活動指揮者に当該情

報を提供するとともに、航空消防活動を安全に実施することが困難であると認める場合には、機長及び

航空消防活動指揮者に対し、航空消防活動を中止するよう指示するものとする。 

 

 （関係機関との連絡体制） 

第十九条 運航団体は、航空消防活動の実施に関し、航空機を用いた捜索及び救助を行う他の行政機関

（第二十三条において「関係機関」という。）と相互に緊密に連絡する体制を整備するよう努めるもの

とする。 

 

      第第五五章章  航航空空機機事事故故対対策策  

 

 （航空機事故発生時の捜索救助体制の確立及び報告） 

第二十条 運航団体は、消防防災ヘリコプターに係る事故（航空法第七十六条第一項各号に掲げる事故

に限る。次条において同じ。）が発生した場合又は発生した疑いがある場合には、速やかに当該消防防

災ヘリコプターの捜索及び救助の体制を確立するものとする。 

２ 前項の場合においては、運航団体は、速やかにその旨を消防庁長官に報告するものとする。 

 

 （事故が発生するおそれのある事案に係る報告） 

第二十一条 運航団体は、消防防災ヘリコプターに係る事故が発生するおそれのある事案が生じた場合

は、その旨を消防庁長官に報告するものとする。
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      第第六六章章  相相互互応応援援協協定定等等  

 

 （相互応援協定等） 

第二十二条 運航団体は、近隣の他の地方公共団体との間で、相互応援協定を締結するよう努めるものと

する。 

２ 運航団体は、相互応援協定を締結した他の地方公共団体との間で、それぞれの消防防災ヘリコプター

に係る航空法第十条第一項に規定する耐空証明を受けるために必要な検査（次条において「耐空検査」

という。）の時期の調整等を行うことにより、当該運航団体の区域における航空消防活動に必要な消防

防災ヘリコプターの運航が常時確保されるよう努めるものとする。 

 

（関係機関との連携） 

第二十三条 運航団体は、耐空検査等により当該運航団体の消防防災ヘリコプターが運航できない場合

に備えて、関係機関との間で、航空消防活動の必要がある災害が発生した場合における対応を相互に協

力して行うための協定等を締結するよう努めるものとする。 

 

附附  則則  

  

  （施行期日） 

第一条 この基準は、令和元年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

一 第五条第一項（運航安全管理者に関する部分に限る。）及び第三項の規定 令和三年四月一日 

二 第四条第二項、第六条、第七条及び第十条（第二号に係る部分に限る。）並びに次条の規定 令和

四年四月一日 

 

（経過措置） 

第二条 前条第二号に掲げる規定の施行の日から起算して三年を経過する日までの間において、操縦士

の確保及び養成の状況等に鑑み、操縦士二名を消防防災ヘリコプターに乗り組ませることが困難であ

ると運航団体が認める特段の事情がある場合には、第六条第一項の規定にかかわらず、同項の操縦士の

うち一名に代えて、定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格（回転翼航空機に係るものに限る。）に

ついての技能証明及び航空身体検査証明を有する者であって第十一条の規定により運航団体が定めた

計画に基づき操縦士の養成訓練を受けている者一名を運航支援者として、消防防災ヘリコプターに乗

り組ませることができるものとする。この場合における第六条第二項の規定の適用については、同項中

「前項の操縦士のうち一名を機長に、他の一名を副操縦士に、それぞれ」とあるのは「操縦士を機長に、

定期運送用操縦士又は事業用操縦士の資格（回転翼航空機に係るものに限る。）についての技能証明及

び航空身体検査証明を有する者であって第十一条の規定により運航団体が定めた計画に基づき操縦士

の養成訓練を受けている者一名を運航支援者に」とする。 

２ 運航支援者は、周囲の監視及び機長に対する操縦上の助言等の支援を行うものとする。 

３ 第一項の規定により運航支援者を乗り組ませることとする運航団体は、その消防防災ヘリコプター

の運航支援者に必要な飛行経歴その他の要件を定めるものとする。
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４ 運航支援者は、前項の規定により運航団体が定めた要件を満たす者でなければならないものとする。 

 

第三条 この基準の施行の際現に存する消防防災ヘリコプターであって別表第一に掲げる装備、装置及

び資機材を備えていないもの（この基準の施行の際現に地方公共団体が取得の手続を進めている新た

な消防防災ヘリコプターであって、その決定された仕様において別表第一に掲げる装備、装置及び資機

材を備えることとされていないものを含む。）に係る第九条第一項の規定の適用については、同項中「備

えるものとする」とあるのは「備えるよう努めるものとする」とする。 

 

別表第一（第九条第一項関係） 

一 自動操縦装置 

二 ＶＯＲ（超短波全方向式無線標識）信号受信装置及びＩＬＳ（計器着陸用システム）信号受信装置 

三 機上ＤＭＥ（距離測定装置） 

四 航空交通管制用自動応答装置 

五 電波高度計 

六 予備姿勢指示装置 

七 ＧＰＳ（全地球測位システム）航法装置 

八 ＧＰＳ（全地球測位システム）地図表示装置 

九 空中衝突防止警告装置 

十 飛行記録装置及び操縦室用音声記録装置 

十一 衛星通信を活用した消防防災ヘリコプターの動態を管理するシステム 

十二 衛星電話装置 

 

別表第二（第九条第二項関係） 

一 緊急着水用フロート 

二 雪上用降着装置（スノースキー・スノーシュー） 

三 救命ボート 

四 燃料増槽装置 

五 気象レーダー 

六 ＲＮＡＶ（広域航法）装置 

七 対地接近警報装置 

八 障害物を検知する装置 

九 遮光カーテン 

十 ホイストカメラ 

十一 サーチライト装置 
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消 防 広 第 ６ 号 

平 成 3 0 年 １ 月 ９ 日 

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・関係指定都市消防長 

消防庁国民保護・防災部防災課 

広 域 応 援 室 長 

「ドクターヘリ、消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件及び 

訓練プログラムに関する検討委員会」の検討結果について（通知） 

消防防災ヘリコプターの更なる安全性向上及び充実強化を推進するため、消防庁で開催

している「消防防災ヘリコプターの安全性向上・充実強化に関する検討会」において、消

防防災ヘリコプター操縦士の養成・確保策等についても検討を行っており、この中で、国

土交通省航空局でとりまとめられた標記検討結果を踏まえ、これを有効活用していくべき

との結論に至ったところです。 

つきましては、標記検討結果を別添のとおり周知いたします。 

消防防災ヘリコプターの運航は航空運送事業として規制対象になるものではありません

が、消防防災ヘリコプターの運航を民間委託する場合には、別添の内容を踏まえ、安全確

保、操縦士養成について、特段のご配慮をお願いいたします。 

また、独自の訓練プログラム等を設け、操縦士養成、訓練を行っている場合には、従前

のとおり乗務要件等を設定していただくものですが、必要に応じ、別添の内容を参考とし

てくださいますようお願いいたします。 

なお、訓練プログラムの訓練内容の設定及び能力確認方法については、引き続き検討を

進めていく予定としております。 

本通知は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

【問い合わせ先】 
消防庁広域応援室航空係 井本・殿谷・金井・横山 
電話 03-5253-7527 
FAX  03-5253-7537 
E-mail t.kanai@soumu.go.jp

殿 
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事 務 連 絡

平成２９年６月２６日

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 殿

国土交通省航空局安全部

運航安全課長

消防・防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について（通知）

標記については、平成 年 月に設置した「ドクターヘリ、消防・防災ヘ

リ操縦士の乗務要件及び訓練プログラムに関する検討委員会」（委員長：平本

隆 帝京大学理工学部教授）において検討が行われたところ、今般、消防・

防災ヘリ操縦士の乗務要件、訓練プログラム等について、別添のとおりとり

まとめられましたので、通知します。

なお、消防・防災ヘリ操縦士の養成、技量確保のために独自の訓練プログラ

ム等を設け、これに従って操縦士養成、訓練を行っている場合にあっては、各

航空隊における業務の内容や、訓練プログラムの内容・実績に応じて、本件内

容とは別に乗務要件等を設定することを妨げるものではありません。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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IMC(IIMC
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回転翼用シミュレーター
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11

2020 2

2023

20 February, 2020

(2003-2017 15

12

2017.3.5 B412EP 56 5,117

2015.3.6 AS332L1 53 6,873

2011.10.3 AS350B 47 5,131

2010.9.26 AS332L 47 7,026

2010.8.18 B412EP 250ft 41 3,205 3,379hr

2010.7.25 AS365N3 54 5,255 572hr

2009.9.11 B412EP 57 8,790

2008.7.6 AS350B 57 4,981 2,608hr

2007.12.9 EC135T2 57 5,765

2007.6.2 B412 66 14,295 -

2007.4.27 A109K2 300ft
NR 59 9,101 -

20 February, 2020

2007 2017
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20 February, 202027

( )

CRM TEM

20 February, 202028

http://helijapan.org/index.html

EUROPEAN HELICOPTER SAFETY TEAM (EHEST)
Airbus Helicopters Japan 
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6. 

FTD / FFS / 

4 5 6 7 B C D
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3 6

- - - ● - ● ●

- - ● ● - ● ●

12 23 88 193 220 275 286

● ● ● ● ● ● ●

- ● ● ● ● ● ●

- - - ● ● ● ●

- - - ● - ● ●

TA - - - - - ● ●

24 Dec, 201930
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24 Dec, 201931

FTD / FFS / 

4 5 6 7 B C D
CG ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ● ●
OEI ● ● ● ● ●

● ●

● ● ● ●

CAT A ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

20 February, 202032

2013 6 28
Uttarakhand

AS365N3

AS365N3
8200ft

2
3

180

Vortex Ring State

DGAC

CRM



99

1999 9 10

AS350B2

AS350B2 N6007S

70Kt

2 AS350B2 N6052C
1

AS350B2 N6099Y 30Kt
N6007S

50ft NTSB Aviation Accident Final Report  No.ANC99FA139

IMC

*

20 February, 202033

2010 8 17

AS350BA

AS350BA 3

VFR

20-40kt

4500ft/min

20-25

8 CFIT*
(*CFIT=Controlled Flight Into Terrain)

Transportation Safety Board of Canada Aviation 
Investigation Report 10Q0132

20 February, 202034
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(3) IMC

Transportation Safety Board of Canada Aviation Investigation Report 10Q0132

20 February, 202035

Thank you
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